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京大東アジアセンターニュースレター   第 427号   






○ バングラデシュ短信 ： ２０１２年 ５月下旬 












     討論点：なぜ東アジアに向かわざるを得ないのか？ 
     －財政再建と官製金融そして経済成長と人口問題－ 
 
2012年 5月 19日(土)15時  京都会場：京都大学法経総合研究棟８階リフレッシュルーム 
2012年 7月 21日(土)15時  東京会場：京都大学東京オフィス(品川インターシティＡ棟) 
************************************************************************************************ 
第２回 アジア中古車流通研究会 
主催 ： 京都大学東アジア経済研究センター 
後援 : 京都大学東アジア経済研究センター協力会 
 
2012 年 7 月 28 日(土) 13 時 
 
於 ： 京都大学法･経総合研究棟地下 1 階 みずほホール 
 
司会 大阪商業大学総合経営学部 教授 孫 飛舟 
 




２．報告          
 13:45-15:00 
 □塩地 洋（京都大学経済学研究科 教授） 




















                                                             小島正憲 
１．経済成長に伴い、貧富の差が拡大 
「国民の 5％の最富裕層が国の 40％の資産を保有しており、その中の 20％が税金を払っていない」とバングラデシ
ュ銀行のFarashuddin氏が述べた。さらに彼は、Bangladesh Bank Training Academy (BBTA)主催で行われた会議で、
プレゼンテーションを行い、「1985-86年度の国家の歳入は合計 407億 3000万タカであったが、それが 2011−12年



























務省の Monoj Kumar Roy氏は話した。そして下記の組合、組織が訓練を実施予定である。 
・Bangladesh Garment Manufacturers and Exporters Association, 
・Bangladesh Knitwear Manufacturers and Exporters Association, Textile Directorate,  
・Handloom Board 
・Bangladesh Export Processing Zone Authority and Bureau of Manpower  

































なお今回の会議は、バングラデシュ衣料製造者連合の代表 Shafiul Islam Mohiuddinが取り仕切っていた。 
 
４．アメリカ大使が労働者の環境などを危惧 




































ら脱却の為 5 月 4 日にウズベキスタンへと出発する。バングラデシュは 39.39lakh 俵以上の綿花を 2011 年 6 月まで
の 1年で輸入した。その内訳は 41.82%がインドから、35.31%がウズベキスタン、7.68%がアフリカ、15.19%が他国。 
インドは昨年と今年で、数回の制限を実施した。最近のものは、3 月 5 日に国内の株式市場を構築するためであっ
た。以前の禁止の一つの理由は、輸出が 950万俵に急増し（1俵は 170Kg）、政府の推定値を超えたためであった。 
しかし、バングラデシュの紡績業者たちは、５月下旬、再開の決定を迎え入れた。「インド綿への依存は地理的に近
い事が理由の一つです。それは輸入時間の短縮に繋がります。もちろん、最新の同行は我々にとって良い兆候で
す」と Bangladesh Textile Mills Associationの代表は話した。ローカルの紡績業者による商品はインドの規制変更によ
り問題に直面していた。「今回は、バングラの貿易業者からの抗議によりインド側は意志を変えた。それに伴い、より多
くを生産するようになるだろう」とインドの商務省 Anand Sharma氏は話した。また Sharma氏は、「貿易業者は一両日中
に新しい出荷契約に登録することができる。農業省、綿花諮問委員会による綿花の改訂見積もりにより、我々は綿花
の輸出差し止め解除を決定した」記者会見で Sharma氏は述べた。 















《熊本県荒尾市の「宮崎兄弟資料館」内の展示》       《中国湖北省武漢市の「辛亥革命博物館」内の展示》 






































開を実現させたのである。この資料館は一見の価値がある。     
 
２．浅羽佐喜太郎                         （この項は、２０１１年２月に発信したものの再録である） 
 ※以下は井川一久氏の「日本近代の逆説的矛盾と日本・ベトナム関係」の論考に、全面的に依るものである。 








































































































ー・モウ長官の逃亡」 高橋有恒著 恒文社刊）。 































































2005年 10.4  12.9 1.8 27.2 1020 28.4 17.6 0.8 ▲0.5 17.6 9.3 
2006年 11.6  13.7 1.5 24.3 1775 27.2 19.9 ▲5.7 4.5 15.7 15.7 
2007年 13.0 18.5 16.8 4.8 25.8 2618 25.7 20.8 ▲8.7 18.7 16.7 16.1 
2008年 9.0 12.9 21.6 5.9 26.1 2955 17.2 18.5 ▲27.4 23.6 17.8 15.9 
2009年 9.1 11.0 15.5 1.9 31.0 1961 ▲15.9 ▲11.3 ▲14.9 ▲16.9 27.6 31.7 
12月 10.7 18.5 17.5 1.9 (30.5) 184 17.7 55.9 9.7 -44.6 27.6 31.7 
2010年 10.3 15.7 18.4 3.3 24.5 1831 31.3 38.7 16.9 17.4 19.7 19.8 
4月  17.8 18.5 2.8 25.4 17 30.4 50.1 21.3 24.7 21.5 22.0 
5月  16.5 18.7 3.1 25.4 195 48.4 48.9 29.3 27.5 21.0 21.5 
6月 10.3 13.7 18.3 2.9 24.9 200 43.9 34.6 8.3 39.6 18.5 18.2 
7月  13.4 17.9 3.3 22.3 287 38.0 23.2 12.8 29.2 17.6 18.4 
8月  13.9 18.4 3.5 23.9 200 34.3 35.5 21.2 1.4 19.2 18.6 
9月 9.6 13.3 18.8 3.6 23.2 169 25.1 24.4 12.2 6.1 19.0 18.5 
10月  13.1 18.6 4.4 23.7 271 22.8 25.4 8.7 7.9 19.3 19.3 
11月  13.3 18.7 5.1 29.1 229 34.9 37.9 28.1 38.2 19.5 19.8 
12月 9.8 13.5 19.1 4.6 20.4 131 17.9 25.6 9.2 -13.3 19.7 19.9 
2011年 9.2            
1月   19.9 4.9 23.7 65 37.7 51.4 16.6 11.4 17.3 16.9 
2月  14.9 11.6 4.9 － -73 2.3 19.7 -10.9 32.2 15.7 16.2 
3月 9.7 14.8 17.4 5.4 31.2 1 35.8 27.4 10.5 32.9 16.6 16.2 
4月  13.4 17.1 5.3 37.2 114 29.8 22.0 8.2 15.2 15.4 15.8 
5月  13.3 16.9 5.5 33.6 130 19.3 28.4 12.1 13.4 15.1 15.4 
6月 9.5 15.1 17.7 6.4 11.8 223 17.9 19.0 6.6 2.8 15.9 15.2 
7月  14.0 17.2 6.5 27.7 315 20.3 23.0 2.7 19.8 14.7 15.0 
8月  13.5 17.0 6.2 33.4 178 24.4 30.4 6.4 11.1 13.6 14.8 
9月 9.1 13.8 17.7 6.1 27.3 145 17.0 21.1 -3.5 7.9 13.1 14.3 
10月  13.2 17.2 5.5 34.1 170 15.8 29.1 -0.6 8.7 16.7 14.1 





12月 8.9 12.8 18.1 4.1 5.7 165 13.3 12.1 -15.4 -12.7 17.3 14.3 
2012年             
1月    4.5 25.3 273 -0.5 -15.0 4.6 10.8 16.6 14.8 
2月  21.3  3.2 － -315 18.3 40.3 38.7 -0.9 17.8 15.0 
3月 8.1 11.9 15.2 3.6 21.1 53 8.8 5.4 -6.5 -6.1 18.1 15.7 
4月  9.3 14.1 3.4 19.2 184 4.9 0.4 -26.1 -0.7 17,5 15.4 
5月  9.6 13.8 3.0 21.0 187 15.3 12.7 -6.1 0.0 17.9 15.7 




されたい。また、(  )内の数字は 1月から当該月までの合計の前年同期に対する増加率を示している。 
  3. ③「消費財小売総額」は中国における「社会消費財小売総額」、④「消費者物価指数」は「住民消費価格指数」に対応
している。⑤「都市固定資産投資」は全国総投資額の 86%（2007年）を占めている。⑥―⑧はいずれもモノの貿易であ
る。⑨と⑩は実施ベースである。 
出所：①―⑤は国家統計局統計、⑥⑦⑧は海関統計、⑨⑩は商務部統計、⑪⑫は中国人民銀行統計による。 
 
